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                      会 議 次 第  

 

 

 １  挨 拶      国土交通省 大臣官房 技術総括審議官 

  

             国土交通省 大臣官房 参事官（イノベーション） 

 

  国土交通省 九州地方整備局長 

 

             内閣府 沖縄総合事務局 次長 

 

 

 ２  議 題 

 

   １．予算の執行促進策と執行上の課題について 

 

２．時間外労働上限規制に向けた取組と残された課題について 

 

３．インフラメンテナンスの取組の推進について 

 

 ３  情報提供等 

 

 

 ４  閉 会 



（敬称略）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

Ⅰ．予算の執行促進策と執行上の課題について

資料１



項目
全体スライド

（第１～４項）

単品スライド

（第５項）

インフレスライド

（第６項）

適用対象工事

工期が12ヶ月を超える工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

（比較的大規模な長期工事）

すべての工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

すべての工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

条項の趣旨
比較的緩やかな価格水準の変動に対応
する措置

特定の資材価格の急激な変動に対応する
措置

急激な価格水準の変動に対応する措置

請負額変更

の方法

対象
請負契約締結の日から12ヶ月経過後の残
工事量に対する資材、労務単価等

部分払いを行った出来高部分を除く特定
の資材（鋼材類、燃料油類等）

基準日以降の残工事量に対する資材、労
務単価等

受注者

の負担

残工事費の１．５％ 対象工事費の１．０％

（但し、全体スライド又はインフレスライドと
併用の場合、全体スライド又はインフレス
ライド適用期間における負担はなし）

残工事費の１．０％

（30条「天災不可抗力条項」に準拠し、建
設業者の経営上最小限度必要な利益まで
損なわないよう定められた「１％」を採用。
単品スライドと同様の考え）

再スライド

可能

（全体スライド又はインフレスライド適用後、
12ヶ月経過後に適用可能）

なし

（部分払いを行った出来高部分を除いた工
期内全ての特定資材が対象のため、再ス
ライドの必要がない）

可能

価格変動が・・・
●通常合理的な範囲内である場合には、請負契約であることからリスクは受注者が負担
●通常合理的な範囲を超える場合には、受注者のみのリスク負担は不適切

国交省直轄工事におけるスライド条項の取扱いについて
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

Ⅱ．時間外労働上限規制に向けた取組と残された
課題について

資料２



週休２日対象工事の実施状況

○ 直轄工事においては、週休2日を確保できるよう、適正な工期設定や経費補正を実施。
○ 令和6年4月から、建設業においても罰則付きの時間外労働規制が適用されることを踏まえ、計画的に週休2日を推進。

週休２日工事の実施状況（直轄）

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

公告件数
(取組件数)

824
(165)

3,841
(1,106)

6,091
(2,745)

7,780
(4,450)

7,746
(6,853)

7,492
(7,300)

7,284
(7,257)

実施率 20.0% 28.7% 45.0% 57.1% 88.5% 97.4% 99.6%

※令和5年３月末時点
※令和4年度中に契約した直轄工事を集計（営繕工事、港湾・空港除く）
※令和4年度の取組件数には取組協議中の件数も含む5,595 

750 
726 186 

7,257件
(R4年度)

現場閉所
（発注者指定方式）

現場閉所
（受注者希望方式）

交替制モデル
（発注者指定方式）

交替制モデル
（受注者希望方式）

7,257 
7,300 

6,853 
4,450 

2,745 
1,106 

165 

27 
192 

893 
3,330 

3,346 
2,735 

659 
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R4年度

R3年度

R2年度

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

週休2日実施工事 週休2日対象工事（公告工事）

3,841
実施件数6.7倍

対象件数4.7倍824

6,091
実施件数2.5倍

対象件数1.6倍

7,780
実施件数1.6倍

対象件数1.3倍

実施件数1.5倍
7,746

7,492
実施件数1.1倍

7,284
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工事関係書類の標準化について

掲載URL
https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000052.html

工事関係書類の標準化は、土木工事における受発注者の業務効率化、書類簡素化の取組の一環として実施。
国土交通省で使用する「工事関係書類の標準様式」は、国土交通省HPに掲載しており、地方公共団体等への標
準化の促進は、地方整備局を通じて管内地方公共団体と取り組んでいる。（統一化出来るものから統一化）

「工事関係書類の標準様式」の通知例 通知内の標準様式の一覧

国土交通省HPでの掲載

2



【国交省標準様式の導入状況】

・国交省標準様式を一部でも使用中又は使用予定と答えた自治体は、増加傾向にある。

⇒書類標準化が進捗している。

・ 各地方整備局及び地方公共団体との会議等において様式の統一化に向けた情報共有を
行っている。
・ さらに、九州沖縄ブロックにおける工事関係書類の標準化に向けた取組について、好事例とし
て横展開するなど関係書類の標準化を促していく。

国交省標準様式を一部でも使用中又は使用予定と回答した自治体数

■書類標準化の課題

・自治体の工事は、規模や内容が様々で
あることから、統一しにくい。
・標準化には、他部署との調整が必要
・地元業者による新たな書式への対応

など

工事関係書類の標準化（都道府県・政令市の統一状況）
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工事関係書類の標準化（九州・沖縄ブロックの取組）

・ 九州沖縄ブロックでは、国と地公体（県及び政令市）が参加する「九州沖縄ブロック土木部長等
会議」において、工事書類の様式統一化に向けて共通目標を定めてメンバー相互が連携を図って
いる。
・ 全国で唯一、九州沖縄ブロックのみの６自治体で統一化率１００％を達成している。

令和5年3月24日
九州地方整備局 記者発表

共通目標を設定
２７様式を統一化へ移行し運用

書類統一化に向けて
国と県・政令市が相互連携

4



不要・過度な書類の削減（土木工事関係書類の簡素化等への取組（関東地整））

工事関係書類の簡素化や電子化に関する取組みとして、各地方整備局では、「土木工事書類作成マニュアル」等を策定し運用、
受発注者双方の働き方改革を推進している。
関東地方整備局では、「土木工事電子書類スリム化ガイド」を令和３年９月に改定し、工事書類のスリム化（簡素化）に取り組ん
できたところ。
今回、アンケート調査や受注者意見などを踏まえ、更なるスリム化に向け不明瞭な表現の適正化など、より分かりやすいものに
バージョンアップした（Ver.2.0）を令和５年7月に改定。

記者発表資料 土木工事電子書類スリム化ガイド 関連新聞記事（R5.7.28）5



不要・過度な書類の削減（土木工事関係書類の簡素化等への取組（関東地整））
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不要・過度な書類の削減（土木工事関係書類の簡素化等への取組（関東地整））
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検査書類限定型工事 （令和３年３月２３日通知）

【目的】

資料検査に必要な書類を限定し、監督職員と技術検査官の重複確認廃止の徹底及び受注者における説明
用資料等の書類削減により効率化を図ること。

【対象工事】

各地整等における検査職員候補者向け研修修了及び検査の経験を有する、技術検査官（技術検査を行う者）
が担当する工事。

※「低入札価格調査対象工事」又は、「監督体制強化工事」は対象外

※施工中、監督職員より文書等により改善指示が発出された工事は対象外

【内容】

技術検査官は、検査時に下記の１０書類に限定して資料検査を行う。

検査書類限定工事で確認する書類
(a)施工計画書
(b)施工体制台帳
(c)工事打合せ簿（協議）
(d)工事打合せ簿（提出）
(e)工事打合せ簿（承諾）
(f)出来形管理図表
(g)品質管理図表
(h)材料品質証明資料
(i)品質証明書
(j)工事写真

検査書類限定型工事のイメージ
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【統一現場閉所日の設定状況】
Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５予定

九州・沖縄ブロック 11月6日(土)
8月27日(土)
11月12日(土)

4月22日(土)
8月12日(土)
11月11日(土)
1月13日(土)

九州地方整備局 11月6日(土)
8月27日(土)
11月12日(土)

4月22日(土)
8月12日(土)
11月11日(土)
1月13日(土)

沖縄総合事務局 毎月第4土・日曜日 毎月第4土・日曜日 毎月第4土・日曜日

福岡県 11月6日(土)
8月27日(土)
11月12日(土)

4月22日(土)
8月12日(土)
11月11日(土)
1月13日(土)

佐賀県 6・7・8月第４土曜日 毎月第４土曜日 毎月第2・第4土曜日

長崎県 毎月第2第4土・日曜日 毎月第2第4土・日曜日 毎月第2第4土・日曜日

熊本県 11月6日(土)
8月27日(土)
11月12日(土)

4月22日(土)
8月12日(土)
11月11日(土)
1月13日(土)

大分県 11月6日(土)
8月27日(土)
11月12日(土)

4月22日(土)
8月12日(土)
11月11日(土)
1月13日(土)

宮崎県 毎月第2・第4土曜日 毎月第2・第4土曜日 毎月第2・第4土曜日

鹿児島県 毎月第4土曜日 毎月第2・第4土曜日 毎月第2・第3・第4土曜日

沖縄県 毎月第4土・日曜日 毎月第4土・日曜日 毎月第4土・日曜日

北九州市 11月6日(土)
8月27日(土)
11月12日(土)

4月22日(土)
8月12日(土)
11月11日(土)
1月13日(土)

福岡市 11月6日(土)
8月27日(土)
11月12日(土)

4月22日(土)
8月12日(土)
11月11日(土)
1月13日(土)

熊本市 11月6日(土)
8月27日(土)
11月12日(土)

4月22日(土)
8月12日(土)
11月11日(土)
1月13日(土)

一斉閉所の呼びかけ

九州・沖縄ブロック土木部長等会議の目標として、令和５年度は４月２２日（土）・８月１２日（土） ・１１
月１１日（土） ・１月１３日（土）を統一現場閉所日に設定し、関係機関一体となって取組んでいる。

【令和５年度の九州・沖縄ブロック統一ポスター】

【関係機関】
国 ：九州地方整備局、沖縄総合事務局
県 ：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
政令市：北九州市、福岡市、熊本市

【ポスターの掲載場所】
・各機関の関連施設（庁舎・道の駅等）
・施工中の工事現場
・各県建設業協会など 9



令和６年度一斉閉所の予定

北海道

沖縄県

長崎県

熊本県

新潟県

三重県

宮崎県

埼玉県

香川県

北海道

青森県

山形県

福島県

静岡県

石川県

富山県

岡山県
島根県

福岡県
佐賀県

大分県

鹿児島県

高知県

月に２回程度実施

月に１回程度実施

年に数回実施

凡 例

愛知県

岐阜県

宮城県

岩手県
秋田県

愛媛県
徳島県

山口県

鳥取県

広島県

茨城県

月に３回以上実施

九州・沖縄ブロック土木部長等会議の令和６年度の目標（案）として、毎月第４土曜日を統一現場閉
所日に設定し、また、各県が独自で実施している統一現場閉所の取組みを、県内の各機関も推進す
ることを検討している。

北海道

沖縄県

長崎県

熊本県

新潟県

三重県

宮崎県

埼玉県

香川県

北海道

青森県

山形県

福島県

静岡県

石川県

富山県

岡山県
島根県

福岡県
佐賀県

大分県

鹿児島県

高知県

月に２回程度実施

月に１回程度実施

年に数回実施

凡 例

愛知県

岐阜県

宮城県

岩手県
秋田県

愛媛県
徳島県

山口県

鳥取県

広島県

茨城県

月に３回以上実施

令和５年１月末時点での一斉閉所の取組状況 令和６年度時点での一斉閉所の取組状況（予定）

※九州・沖縄ブロックのみ更新
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沖縄総合事務局現場一斉閉所の取り組み

○沖縄総合事務局では、沖縄県内の各建設業界団体等と協力し、令和2年度より毎月第4土日を現
場一斉閉所日として設定し、継続的な取り組み推進。 （令和5年度の実施率⇒95％（R5.8末現在）

○また、九州・沖縄ブロックにおいても、統一現場閉所日を設定し、働き方改革を推進。令和5年度
は、年間4回の閉所実施を予定。 （令和5年度の実施率⇒４/22：94％、8/12：95％）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】
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Ⅲ．インフラメンテナンスの取組の推進について

資料３



地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）（R4.12.2社整審・交政審技術分科会技術部会より提言）

○市区町村が抱える課題を踏まえつつ、適確にインフラ機能を発揮させるためには、個別施設のメンテナンスのみな
らず「地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）」の考え方が重要。
○既存の行政区域に拘らない広域的な視点で、道路、公園、下水道といった複数・多分野のインフラを「群」として
捉え、更新や集約・再編、新設も組み合わせた検討により、効率的・効果的にマネジメントし、地域に必要なイ
ンフラの機能・性能を維持するもの。

群マネのイメージ
＜ケース１：広域連携＞ ＜ケース２：多分野連携＞

一つの市区町村がリードし、複数市区町村で連携
多分野のメンテナンスをまとめて実施

道路

公園

下水道
河川

etc…

Ａ市

Ｂ町 Ｃ村

Ａ県

Ｂ市 D村

Ａ市

C町

都道府県がリードし、管内の市区町村と連携

※京都市HPより引用

etc…

提言：https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/sogo03_sg_000214.html
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インフラメンテナンス業務の効率化には新技術の導入が有効だが、地方自治体においては、技術者不足等が
障壁になり、新技術の導入が進んでいない。
このため、インフラメンテナンスに関する新技術の活用促進を図っていくことを目的に、専門家によるハンズオン
支援等を通じた新技術導入・技術者育成の体制構築を行う。
本取組を行うことで技術者育成の体制を構築し、新技術導入を検討しやすい環境整備を実施、地方自治
体における新技術の活用促進を図っていく。

専門家によるハンズオン支援等を通じた新技術導入・技術者育成の体制構築

＜実施内容＞
新技術導入促進及び職員の人材育成を図るための「自治体技
術支援アドバイザー」を公募で選定。（産学の人材から選定。地
域ブロックで分担）
また、新技術導入促進及び職員の人材育成に課題を抱える自
治体を公募で選定し、アドバイザーによるハンズオン支援を実施。

A自治体
（公募で選定）

B自治体
（公募で選定）

ハンズオン
支援

＜支援の例＞
現場に適用する新技術の推薦
新技術導入の仕様書作成支援
メンテ業務全般の技術的助言
実地研修を通じた職員人材育成（デジタル活用含む）
支援終了後の業務実施ツールの構築 等

自治体技術支援
アドバイザー

（公募で選定）

「ハンズオン支援事業」の概要
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「ハンズオン支援事業」モデル自治体一覧

~10,000人

10,001~
50,000人

50,001~
100,000人

100,001~
500,000人

500,001人~

青森県黒石市

山形県山形市

茨城県桜川市

静岡県静岡市愛知県豊川市

新潟県十日町市

奈良県十津川村

京都府大山崎町兵庫県川西市

徳島県美波町

山口県周南市

大分県杵築市

大分県津久見市
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モデル自治体一覧（１／４）

番号 地方 自治体名
人口
（万人）

面積
（km2）

技術
職員数

支援要望

支援を求める段階 支援対象インフラ
発注
準備

発注
業務
実施

分析・
評価

道路 公園 河川 その他

1 東北 青森県 黒石市 3.1 217 3

○道路（除雪）
連絡体制、出動状況確認、日
報管理など、職員が行っている
作業を新技術導入により、効
率化したい。

○ ○ 除雪

2 東北 山形県 山形市 24 382 143

○道路（舗装、橋梁）
郵便局や運送業者等と連携
し、道路の損傷箇所を早期発
見する仕組みを構築したい
橋梁点検等、すでにドローン
等の導入実績があるが、更な
る新技術の導入により業務の
効率化等したい。

○公園（史跡の木橋）
史跡山形城の木橋の修繕方
法の検討に苦慮。

○除草・樹木管理
公園の除草や樹木管理を、
新技術により効率化したい。

○ ○ ○
橋梁、
舗装

史跡
山形城
の木橋

除草、
樹木管
理

3 関東 茨城県 桜川市 3.6 180 0

○道路（舗装）
路面性状調査においては新
技術の導入実績があるが、修
繕計画の策定が出来ておらず、
計画的な補修が進んでいない
ため、維持管理・補修における
新技術の導入を検討したい。

○ ○ ○ 舗装
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モデル自治体一覧（２／４）

番号 地方 自治体名
人口
（万人）

面積
（km2）

技術
職員数

対象分野と支援要望

支援を求める段階 支援対象インフラ

発注
準備

発注
業務
実施

分析・
評価

道路 公園 河川 その他

4 北陸 新潟県 十日町市 4.8 590 49

○道路（除雪）
除雪管理システム等導入して
いるが、新技術の導入により更
なるコスト縮減を図りたい。

○ ○ 除雪

5 中部 静岡県 静岡市 68 1412 747

○道路（橋梁）
約1000橋を直営点検。タブレッ
ト端末を活用した橋梁点検の導
入を検討。点検記録だけでなく、
橋梁諸元、措置状況、措置内容
等まで、１橋ごと一連で記録・管
理することが可能か否か検討し
たい。

○ ○ 橋梁

6 中部 愛知県 豊川市 18 161 111

○道路（舗装）
パトロールカー等に搭載したAI
カメラで舗装等のデータ取得を
進めているが、ＡＩカメラにより集
積したデータの利活用に関して
結果分析・評価に関する助言を
いただきたい。
ＡＩカメラ等を用いる以外で新技
術があれば紹介して欲しい。
最先端の技術を有し、全国の
実績に精通したアドバイザーを
希望したい。

○ ○ 舗装
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モデル自治体一覧（３／４）

番号 地方 自治体名
人口
（万人）

面積
（km2）

技術
職員数

対象分野と支援要望

支援を求める段階 支援対象インフラ

発注
準備

発注
業務
実施

分析・
評価

道路 公園 河川 その他

7 近畿 京都府 大山崎町 1.7 6 14

○道路（橋梁）、（可能なら水路）
町内30橋のうち、小規模橋梁
は直営で点検するため、職員で
も使える新技術で効率化や診断
精度の向上を図りたい。

○ ○ ○ 橋梁

8 近畿 兵庫県 川西市 15 53 69

○道路（舗装）
MMSで主要道路を調査したが、
生活道路などの調査が進んでい
ないため、安価な舗装診断技術
を使用したい。
○道路（橋梁）
打音検査と同等の成果を得ら
れる非接触検査の新技術を導
入し、コストを抑えたい。
○道路（法面）、緑地法面
直営で除草を実施しており、除
草を効率的に実施する技術や、
樹木管理手法を導入したい。

○ ○
橋梁、
舗装

道路周
辺の法
面管理
（除草、
樹木管
理）

9 近畿 奈良県 十津川村 0.3 672 9

○道路（橋梁）
少ない職員の窓口・電話・通報
対応の負荷軽減や、直営点検
の効率化や診断精度改善に資
する新技術の導入を進めたい。
橋梁規模が小さく場所が点在
している場合は作業時間の短縮
はできても移動時間を加味する
と作業日数の短縮にはつながら
ず、コスト縮減にならない。

○ ○ ○ ○ 橋梁
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モデル自治体一覧（４／４）

番号 地方 自治体名
人口
（万人）

面積
（km2）

技術
職員数

対象分野と支援要望

支援を求める段階 支援対象インフラ

発注
準備

発注
業務
実施

分析・
評価

道路 公園 河川 その他

10 中国 山口県 周南市 14 656 100

○道路（橋梁）、○河川・水路
遠隔監視や直営で手軽に扱え
るデジタル計測・測量技術を導
入したい。施設横断的に点検等
の維持管理が効率化する新技
術を導入したい。

○ ○ ○ 橋梁
河川、
水路

11 四国 徳島県 美波町 0.6 141 1

○道路（橋梁、特に小規模橋梁）
小規模橋梁が８割を超えるため、

新技術導入しても効果が出にくい。
小規模な施設へも新技術を導入しコ
スト縮減、LCCの縮減を進めたい
新技術導入に関する知識及びイン
フラメンテナンスを行う上で必要な
知識について事務系職員を含めた
幅広い職員へレベルアップを図るこ
とができる支援をお願いしたい。

○ ○ 橋梁

12 九州 大分県津久見市 1.5 79 22

○道路（橋梁）
直営点検のノウハウに乏しい
ため、点検・診断精度に課題。ど
の技術職員でも理解・実施可能
であり且つコスト縮減可能な新
技術を導入したい。

○ ○ ○ 橋梁

13 九州 大分県 杵築市 2.7 280 22

○道路（橋梁）
新技術の導入を通じ、補修工
法を含む維持管理業務全般の
効率化職員ならびに地元企業の
技術向上を図り、持続的な維持
管理体制の構築を目指したい。

○ ○ ○ ○ 橋梁
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

インフラメンテナンスに関する実態調査
（新技術導入、包括的民間委託、広域連携等）

調査結果のとりまとめ
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インフラメンテナンスに関する実態調査結果

○ 全国の自治体および国の機関等を対象に、インフラメンテナンスに関する実態調査（新技術導
入、包括的民間委託、広域連携等）を実施した。

配布数 2,049

回答団体数 1,710

回収率 83.5%

令和5年度調査実施概要

実施時期 令和5年4月～8月

対象分野
道路、河川、ダム、砂防、海岸、下水道、港湾、
公園、住宅、空港、その他

対象団体 全国の自治体および国の機関 等

その他の内容：港湾管理組合、ダム・砂防管理事務所、空港事務所、公園事
務所、北海道開発局（開発建設部） 等

問1.回答者の属性

N=1710

0 100 200 300 400

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

沖縄

件数

国 都道府県 政令市 その他市町村 その他
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インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問2-1）

○ 全国の自治体および国の機関等を対象に、インフラメンテナンスに関する実態調査（新技術導
入、包括的民間委託、広域連携等）を実施した。

N=1710

1518

1206

182

139

216

1117

216

58

1169

1128

0 500 1000 1500 2000

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

件数

問2-1.管理する施設分野 (複数選択可）
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インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問2-2）

○ 管理体制の課題では、管理職員の不足や業務量過多を挙げる回答が多い。

問2-2.管理するインフラ施設の課題認識について (複数選択可）

N=1710N=1710

0 2000 4000 6000

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

航路標識

ヒト：管理体制の課題

維持管理担当の職員

不足

技術職員の不足

異動によりノウハウが

引き継がれない

職員の業務量過多

維持管理の受注者不

足

地元企業に維持管理

のノウハウや技術が

ない

0% 50% 100%

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

航路標識

ヒト：管理体制の課題

維持管理担当の職員

不足

技術職員の不足

異動によりノウハウが

引き継がれない

職員の業務量過多

維持管理の受注者不

足

地元企業に維持管理

のノウハウや技術がな

い
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インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問2-2）

○ 管理施設の課題では、管理施設過多や突発対応が多いことを挙げる回答が多い。

問2-2.管理するインフラ施設の課題認識について (複数選択可）

0 1000 2000 3000 4000

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

航路標識

モノ：管理施設の課題

管理施設数が多い

要対策施設数が多い

事業規模が小さく不調

になる
通報等による突発的

な対応が多い
特になし

その他

0% 50% 100%

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

航路標識

モノ：管理施設の課題

管理施設数が多い

要対策施設数が多い

事業規模が小さく不調

になる
通報等による突発的な

対応が多い
特になし

その他

N=1710N=1710
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インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問2-2）

○ 予算の問題では、維持管理に充当できる予算が不足しているという回答が多い。

0 1000 2000 3000

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

航路標識

カネ：予算の問題

維持管理の予算不足

災害復旧に予算が割

かれている

新たな取り組みに予

算がつかない

特になし

その他

0% 50% 100%

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

航路標識

カネ：予算の問題

維持管理の予算不足

災害復旧に予算が割

かれている

新たな取り組みに予算

がつかない

特になし

その他

N=1710N=1710

問2-2.管理するインフラ施設の課題認識について (複数選択可）
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0 1000 2000 3000 4000

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

航路標識

情報：データの問題

施設情報が整理されていない

点検結果が整理されていない

対応履歴が整理されていない

各種の情報がデータ化されてい

ない

データベースシステムが整備さ

れていない

特になし

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

航路標識

情報：データの問題

施設情報が整理されていない

点検結果が整理されていない

対応履歴が整理されていない

各種の情報がデータ化されて

いない

データベースシステムが整備さ

れていない

特になし

その他

インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問2-2）

○ データの問題では、過去の対応履歴の未記録やデータベースの未整備を挙げる回答が多い。

N=1710N=1710

問2-2.管理するインフラ施設の課題認識について (複数選択可）
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0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

計画
積算
設計
開発
整備
測量
測定
計測
発注
受注
契約
維持
保全
保守
改築
改修
点検
検査
調査
試験
判定
通報

パトロール
巡回
巡視
診断
判断
評価
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修繕
更新
記録
撤去
廃止
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46

11

21

10

2

4

56

7

1

3
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66
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

道路

橋梁

トンネル

舗装

路面

側溝

マンホール

河川

水中

河床

ゲート

堤防

ダム

砂防

海岸

護岸

下水道

港湾

漁港

空港

公園

芝生

遊具

住宅

樹木

機械

ポンプ

電気

電子

インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問2-3）

○ 導入したい新技術や求める支援施策は、道路、公園、下水道、河川に関する回答が多い。
○ 実施段階の観点では、点検、維持に関する回答が多い。
問2-3.管理インフラの課題の解決に向けて、導入したい新技術や、求める支援施策等について、ご記入ください（自由記述）

N=816N=598

■頻出単語（対象施設） ■頻出単語（業務段階）
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7
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55

16

14
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6

5
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2

4
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0 20 40 60 80 100 120 140 160

短縮

連携

検知

撮影

自動的

AI

DX

UAV

GIS

ICT

アプリ

CIM

DB

CAD

GPS

LED

MMS

PPP/PFI

マニュアル

蓄積

145

86

11

6

6

142

155

130

4

48

27

21

17

14

5

3

3

2

40

12

0 20 40 60 80 100 120 140 160

支援

補助

派遣

研修

講習

システム

データ

データベース

プラットフォーム

台帳

タブレット

カメラ

遠隔

ロボット

センサー

リアルタイム

レーザー

チャット

包括

一元化

支
援
方
向
性

インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問2-3）

○ 支援方向性の観点では、支援・補助制度、専門技術者派遣、研修・講習に関する回答があった。
○ 導入したい新技術については、データ、システム、データベース、 AIに関する回答が多い。

N=1039

■頻出単語（新技術・支援方向性）
問2-3.管理インフラの課題の解決に向けて、導入したい新技術や、求める支援施策等について、ご記入ください（自由記述）

16



計
画

積
算

設
計

開
発

整
備

測
量

測
定

計
測

発
注

受
注

契
約

維
持

保
全

保
守

改
築

改
修

点
検

検
査

調
査

試
験

判
定

通
報

パ
ト

巡
回

巡
視

診
断

判
断

評
価

補
修

修
繕

更
新

記
録

道路 8 1 3 8 5 2 1 1 2 1 2 28 5 2 2 3 42 2 12 3 0 1 6 2 1 9 1 1 18 12 5 3

橋梁 2 1 2 3 4 1 0 1 1 0 0 9 1 1 1 0 30 0 5 0 1 1 0 0 1 2 2 1 7 7 2 1

トンネル 2 1 1 0 2 0 0 2 0 0 0 4 2 0 1 0 9 0 3 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 2 0 0

舗装 3 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 10 1 2 0 0 2 1 0 0 4 2 1 5 4 0 1

路面 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 4 0 8 0 0 0 0 2 0 1 0 0 1 3 0 0

側溝 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

マンホール 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

河川 7 1 2 6 11 3 0 1 2 0 1 28 5 0 1 2 27 1 10 2 1 1 1 1 4 6 2 1 9 10 9 1

水中 1 0 0 0 2 1 0 0 0 0 1 3 0 0 0 1 5 1 2 1 0 0 0 0 0 1 1 0 2 1 1 0

河床 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

ゲート 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

堤防 0 0 1 2 2 0 0 0 1 0 1 1 0 1 0 0 8 0 1 0 0 0 0 0 1 2 0 2 2 2 1 0

ダム 2 0 0 1 4 2 0 0 0 0 1 10 0 0 1 1 11 1 7 0 0 0 0 0 2 1 1 1 5 5 3 1

砂防 2 1 1 2 5 1 0 0 1 0 1 9 0 0 1 1 13 1 4 0 0 0 0 0 1 1 0 1 4 6 3 0

海岸 4 1 0 3 6 2 0 1 1 0 1 12 9 1 1 1 13 1 7 1 2 0 0 0 1 3 0 1 5 6 5 1

護岸 1 0 0 1 3 0 0 0 0 0 1 3 0 1 1 0 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 1 0 0

下水道 10 1 1 4 8 2 0 1 2 1 1 33 3 1 5 2 29 1 11 0 2 1 2 1 2 9 3 1 11 17 14 2

港湾 3 0 0 3 3 0 0 1 0 0 0 14 5 1 1 0 17 0 7 3 3 0 0 0 1 4 1 1 5 6 4 2

漁港 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

空港 2 0 1 1 1 0 0 0 1 0 0 4 1 0 0 0 9 0 3 2 0 0 0 1 0 2 2 1 3 3 1 3

公園 9 0 1 2 7 0 0 0 0 1 2 20 1 1 1 0 19 1 5 0 2 1 1 3 0 5 1 1 8 15 10 2

芝生 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1 1 0

遊具 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 1 0 0 2 0 0 2 2 2 0

住宅 5 0 0 2 2 0 0 0 1 0 1 11 1 0 0 2 10 1 6 2 0 0 1 0 0 0 0 0 6 9 3 2

樹木 2 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 5 0 2 0 1 0 1 0 0 3 0 1 3 1 2 0

機械 2 0 1 0 4 0 0 0 1 0 0 5 1 0 1 0 4 0 3 0 0 1 0 1 1 1 2 0 3 3 2 0

ポンプ 1 0 0 1 2 0 0 1 0 0 0 6 1 0 1 0 7 0 1 0 1 1 0 0 1 1 1 0 0 2 2 1

電気 3 0 1 1 3 0 1 0 1 0 0 5 2 0 1 0 5 0 3 0 1 1 0 1 1 0 2 1 2 4 2 1

電子 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 4 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 3 0 1

業務段階

対
象
施
設

インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問2-3）

○ 対象施設と業務段階に関する頻出単語のクロス集計では、道路・橋梁・河川・下水道の点検や
維持に関する回答が多い。
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導入して

いる

46%
導入してい

ない

49%

無回答

5%

99.7%

62%

0.3%

36%

2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

国・都道府県・政令市 その他市区町村

導入している 導入していない 無回答

導入している

69%

導入していない

29%

無回答

2%

インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問3）

○ 新技術の導入率は69%（前回調査比+23%）であり、全国的に新技術の導入が進んでいる状況が
確認できた。

○ 管理者別の導入状況では、国・都道府県・政令市は99.7%（前回調査比+約1%）、その他市区町村
は62%（同+23%）が導入していると回答。

問3.インフラの点検・診断などの業務で、ロボットやセンサー等の
新技術等を導入している施設管理者の割合

前回調査
（R3年度）

今回調査

N=1710

管理者別の新技術の導入状況

前回調査時
38%

N=1710

N=2089
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0

100

200

300

400

500

600

700

① ② ③ ④

件
数

道路 橋梁、トンネル、土工、付属物、舗装

河川 可視部

河川 水中部

ダム

砂防 砂防関係施設

海岸 海岸保全施設

下水道 管路施設、処理施設、ポンプ施設

港湾 港湾施設

空港 空港舗装、空港土木施設

公園

住宅

航路標識

インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問3）

○ 新技術を導入した分野は、道路および下水道に関する事例が多い。
○ 新技術の分類では、データベースを導入している事例が多い。

問3.インフラの点検・診断などの業務における新技術の導入状況

①ロボット・
センサー・ＡＩ等

④新工法
・新材料

②データ
ベース

③タブレット

N=1710
19



インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問4-1,問4-2）

○ 「新技術導入の手引き」について、44%が「知っていた」と回答。
○ 手引きの活用の見込みについては、74%が「参考程度に見る予定」と回答。

問4-1. 「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」
について、ご存じでしょうか。（単一選択）

N=1710

※無効な回答は「無回答」として集計

問4-2. 「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」
について、今後の活用見込みをご選択ください。（単一選択）

N=1710

知っていた

827

48%

知らなかった

625

37%

無回答

258

15%

活用し、新技術導入を本格

的に検討する予定

60

4%

参考程度に見

る予定

1304

76%

特に活用するつもりはない

85

5%

無回答

261

15%

20



インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問5-1,問5-2）

○ 包括的民間委託の導入状況については、20%が「導入実績がある」と回答。
○ 導入実績がない（検討もしていない）理由としては、「導入検討の職員不在」や「メリット・効果が

不明」という回答が多い。

問5-1.団体で管理されているインフラ施設において、包括的民間委託を導
入している施設又は導入予定のある施設はありますでしょうか。（単一選
択）

問5-2.問5-1で、【導入実績がない（検討もしていない）】と回答さ
れた方にお尋ねします。包括的民間委託導入の実施想定がない理由
についてご選択ください。(複数選択可）

N=840

N=1710

402

248

303

457

276

51

128

293

104

346

44

0 100 200 300 400 500

メリット・効果が不明

手続きが不明

導入検討の予算確保

導入検討の職員不在

コスト増加の懸念

入札参加者の負担大

民間企業の受注機会が減る懸念

個別発注が適している

一括発注が困難（業務担当課が複数）

包括的民間委託という発想がない

その他

導入実績が

ある

411

24%

導入予定がある

32

2%

導入実績・予定

はないが導入を

検討中

168

10%

導入実績は

ない（検討も

していない）

840

49%

無回答

259

15%
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インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問5-3）

○ 包括対象の施設分野は、単独の施設分野の事例が多い。
○ 下水道・住宅・公園・道路などで複数分野を組み合わせた事例が見られる。

※無効な回答は「無回答」として集計

問5-3. 包括的民間委託を導入している又は導入予定の施設について、対象とする施設の組合せについてご記入ください。(自由記述）

■単独

N=300

300

79

22

14

3

12

0 100 200 300 400

単独

2分野

3分野

4分野

5分野以上

その他

N=430

28

3

1

0

0

148

2

9

67

42

0 50 100 150 200

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水

港湾

空港

公園

住宅

31

19

7

3

6

15

0 50 100 150

下水+住宅

下水+公園

公園+住宅

道路+河川

道路+公園

その他
N=81

■2分野

3

4

2

15

0 50 100 150

下水+公園+住宅

道路+下水+公園

道路+河川+下水

その他

■3分野

N=24
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インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問5-4）

○ 包括的民間委託を導入している施設分野は、下水道・公園・住宅・道路が多い。
○ 包括対象業務は、巡回・定期点検・維持作業などが多い。

問5-4. 包括的民間委託の内容
①包括的民間委託を導入している施設分野 ②各分野・施設において包括的民間委託に含めて発注している業務

N=402

48

14

2

0

3

136

7

11

67

59

0 50 100 150

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

全体マネジメント

窓口業務

巡回

維持作業

小規模修繕

除草

清掃

除雪

定期点検

修繕計画策定

補修設計

補修工事

運転管理

その他

道路 河川 ダム 砂防 海岸

下水道 港湾 空港 公園 住宅 N=402
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インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問5-4）

○ 契約期間は施設によってばらつきがあるが、5年以下となっている事例が多い。
○ 港湾・公園・住宅・空港は比較的契約期間が長い傾向が見られる。

③包括的民間委託の契約期間

問5-4. 包括的民間委託の内容

0 50 100 150 200

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

～6ヶ月 ～1年 ～2年 ～3年

～5年 5年よりも長い 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

～6ヶ月 ～1年 ～2年 ～3年

～5年 5年よりも長い 無回答 N=402N=402
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55%

12%

30%

27%

18%

22%

39%

65%

6%

6%

77%

21%

0%

0%

45%

71%

73%

15%

17%

0% 50% 100%

66%

77%

67%

89%

67%

77%

80%

88%

71%

0% 50% 100%
道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

全体

～6ヶ月

～1年

～2年

～3年

～5年

5年よりも長い

無回答

インフラメンテナンスに関する実態調査結果

○ 包括的民間委託の導入実績（予定含む）がある団体は新技術の導入率が高い傾向が見られる。
○ 施設分野別の比較では、10分野中7分野において包括委託の実績または予定がある場合の導

入率が高い結果となっている。
■新技術の導入率×包括的民間委託の導入状況

包括導入
実績（予定含
む）あり

+
契約期間

包括導入実績なし

新技術の導入率

ΣN=1710

２） 施設分野別（複数回答）
１） 全分野 新技術の導入率

※いずれかの施設分野で新技術を導入している団体を対象に新技術の導入率
を算出。
※1団体で包括委託の契約期間に複数の回答がある場合は、最長の回答を採用。

※複数回答のため、集計対象の合計が回答者数の合計（N=1710）と一致し
ない。

N=1710

N = 1308

N = 402

N = 3

N = 38

N = 3

N = 64

N = 106

N = 33

N = 155
■包括導入実績なし
■包括導入実績（予定含む）あり

N = 1129
N = 48

N = 879
N = 14

N = 126
N = 2

N = 85
N = 0

N = 130
N = 3

N = 753
N = 136

N = 135
N = 7

N = 26
N = 11

N = 804
N = 67

N = 784
N = 59
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インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問5-4）

○ 事業手法では、包括的民間委託と指定管理者制度が多く採用されている。
○ 道路・下水道では包括的民間委託、公園・住宅では指定管理者制度の採用が多い。

④適用している事業手法

N=402N=402

問5-4. 包括的民間委託の内容

0 50 100 150 200 250

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

包括的民間委託 指定管理 PFI方式 DBO方式 その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅

包括的民間委託 指定管理 PFI方式 DBO方式 その他
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0 50 100 150 200 250

単体企業

複数企業

経常建設共同企業体

地域維持型共同企業体

その他の共同企業体

事業協同組合

その他

道路 河川 ダム 砂防 海岸

下水道 港湾 空港 公園 住宅

0 50 100 150

全体マネジメント

窓口業務

巡回

維持作業

小規模修繕

除草

清掃

除雪

定期点検

修繕計画策定

補修設計

補修工事

運転管理

その他

道路 河川 ダム 砂防 海岸

下水道 港湾 空港 公園 住宅

インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問5-4）

○ 性能発注を導入している業務は、維持作業・小規模修繕・除草・清掃・巡回・運転管理といった
日常管理および定期点検に関する回答が多い。

○ 受注者の体制は、単体企業が多い。

⑤性能発注を導入している業務 ⑥受注者の体制（共同企業体、事業協同組合等）

N=401N=401 その他の回答：建設技術センター、建設業協会 等

問5-4. 包括的民間委託の内容
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インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問5-4）

○ その他分野との包括的民間委託については、下水道・道路・公園分野の事例が多い。

⑦その他分野と合わせて1つの業務で包括的民間委託を行っている業務

N=402

問5-4. 包括的民間委託の内容

■回答内容

• 道路・公園・河川・砂防

• 上水道・下水道および処理場付帯施設（テニスコート等）

• 公園・図書館・駅周辺の公共施設

• 市営住宅と市保有の公共施設 等

16

9

1

3

3

20

1

0

12

8

0 5 10 15 20 25

道路

河川

ダム

砂防

海岸

下水道

港湾

空港

公園

住宅
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257

294

140

185

182

54

36

97

32

11

0 200 400
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修繕対応の迅速化

突発的な修繕対応の減少

新技術の導入による効率化・高度化

不落・不調の減少

財政負担の抑制

不明／未検証

その他

問5-6.包括的民間委託を導入した効果
（未導入の場合は導入にあたって期待する効果）(複数選択可）

問5-5.包括的民間委託を導入（予定を含む）した経緯、目的
(複数選択可）

インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問5-5,問5-6）

○ 包括的民間委託の導入経緯・目的は、「職員負担軽減」「インフラ管理の効率化」「トータルコスト
縮減」「利用者サービスの向上」を挙げる回答が多い。

○ 包括的民間委託の導入効果は、現場対応および発注手続きの負担軽減を挙げる回答が多く、
次いで修繕対応の迅速化・突発的な修繕対応の減少などの利用者サービスにつながる回答も
多い。

N=402N=402
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が必要な業務への注力化

民間ノウハウの活用による効率的なイン

フラ管理の実現

利用者サービスの向上（対応の迅速化、

健全性向上等）

トータルコストの縮減

地域を担う地元企業の育成

その他
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活用し、包括

的民間委託

を本格的に

検討する予

定

72

4%

参考程度に

見る予定

1166

69%

特に活用する

つもりはない

154

9%

無回答

312

18%

インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問6-1,問6-2）

○ 「包括的民間委託導入の手引き」について、30%が「知っていた」と回答。
○ 手引きの活用見込みについては、67%が「参考程度に見る予定」と回答。

※無効な回答は「無回答」として集計

問６ー２．「インフラメンテナンスにおける包括的民間委託導入の手
引き」について、今後の活用見込みをご選択ください。（単一選択）

問6-1．「インフラメンテナンスにおける包括的民間委託導入の手引
き」について、ご存じでしょうか。（単一選択）

N=1710N=1710

知っていた

562

33%

知らなかった

832

49%

無回答

316

18%
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28

6%

なし

374

85%

無回答

41

9%

インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問7-1,問7-2）

○ 広域連携について、28団体が導入業務あり（予定含む）と回答。
○ 広域連携を導入している施設分野は、下水道と道路が多い。

問7-2．問7-1で広域連携を導入した業務実績または予定があると回答さ
れた方にお尋ねします。（以下問7-5まで同様。）広域連携を導入（予定を
含む）している施設分野についてご選択ください。 (複数選択可）

問7-1．問5-1で包括的民間委託の「導入実績がある/導入予定
がある」と回答された方にお尋ねします。広域連携を導入している業
務又は導入する予定の業務はありますか。

N=28

①広域連携を導入している施設分野

N=443
※問5-1で包括的民間委託の「導入実績がある/導入予定がある」と回答していない団体のうち、
7団体が広域連携を導入している業務又は導入する予定の業務があると回答。 31



施設分野 回答団体名 回答内容

道路 橋梁、
トンネル、土
工、付属物、
舗装

北海道古平町 近隣市町村による橋梁点検

群馬県太田市 公益財団法人群馬県建設技術センターによる地域一括発注の導入

石川県かほく
市

かほく市、津幡町、内灘町と一部道路の維持作業について広域連携を実施

静岡県
静岡県と下田市にて下田市内における道路の小規模修繕、舗装補修、道路除草、雪氷対策、道路照明施設補修
について県市一体型道路包括管理業務を実施予定

三重県度会町 明和町、大台町、大紀町、紀北町、多気町、度会町の道路維持作業について広域連携が可能かどうか検討中

奈良県下北山
村

奈良県にて橋梁定期点検を垂直補完（奈良モデル）にて委託を行っている

島根県安来市
跨線橋を保有する県及び県内市町村において、鉄道会社との基本協定を結び、点検等を広域連携にて実施してい
る。

大分県
令和４年度は、大分県、中津市、九重町にて道路施設のＪＲ跨線橋定期点検業務について広域連携を試行実施
令和５年度は、大分県、宇佐市、豊後大野市、臼杵市にて拡大予定

長野県木祖村 木曽広域連合にて橋梁定期点検業務の一括発注を実施

京都府宇治市 京都技術サポートセンターに構造が特殊な橋梁の点検業務等を委託

下水道 管
路施設、処
理施設、ポ
ンプ施設

北海道岩内町 岩内町、共和町にて下水道管理センター管理業務について広域連携を実施

北海道白老町 白老町内にてし尿処理事業と下水道事業の広域化を図っている。

福島県浪江町 浪江町、双葉町、富岡町にて、下水道処理場等維持管理業務を共同発注している。

秋田県
流域関連市町村（男鹿市、潟上市、五城目町、八郎潟町、井川町、三種町、大潟村）と共同で、管路の点検、応急
対応を実施

山形県山形市 山形市の一部、天童市、上山市、山辺町、中山町にて、流域下水道として処理場を県が運営管理

インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問7-2）

②広域連携している自治体名と施設名についてご記入ください。（自由記述）

※ハッチング：問5-1で包括的民間委託の「導入実績がある/導入予定がある」と回答していない団体 32



施設分野 回答団体名 回答内容

下水道 管
路施設、処
理施設、ポ
ンプ施設

福島県伊達市 福島県・福島市・伊達市・国見町・桑折町で県北流域として汚水処理場を利用している。

岩手県軽米町 岩手県九戸村と処理場の維持管理に係る業務委託の共同発注を目指している。

秋田県五城目
町

秋田県及び県内全市町村にて、生活排水処理事業の運営（ソフト面）について広域連携を実施予定

茨城県結城市
那珂久慈ブロック（茨城県、水戸市、日立市、ひたちなか市、笠間市、北茨城市、茨城町、城里町、日立・高萩事務
組合）で汚泥処理業務を広域連携を実施

石川県かほく
市

金沢市・野々市市・白山市・かほく市・内灘町・津幡町の上下水道施設

愛知県碧南市 高浜市 中継ポンプ場 マンホールポンプ場

奈良県大淀町
県が策定する広域化・共同化計画の中で、維持管理や一部の事務を共同化することにより、負担軽減を図ることを
目的として令和5年3月に計画を策定。実施時期については、令和5年度より県及び各市町村で検討し、協議が整
い次第実施するため、効果は不明である現状。

滋賀県大津市
滋賀県湖西流域浄化センターにおいて、大津市終末処理場（単独）の下水道汚泥の共同処理を行っている。（水再
生センター）

大分県国東市
国東市、杵築市にて、令和3年度に「2市連携による上下水道の広域的な包括民間委託導入可能性検討調査業
務」を実施。上水道施設の包括的民間委託を先行して検討している。

大分県杵築市
国東市、杵築市にて、令和3年度に「2市連携による上下水道の広域的な包括民間委託導入可能性検討調査業
務」を実施。現在、上水道施設の包括的民間委託に向けて協議を行っている。

茨城県北茨城
市

茨城県、水戸市、日立市、ひたちなか市、日立･高萩広域下水道組合、笠間市、茨城町、城里町と下水道汚泥処理
について広域連携を実施

愛知県 愛知県、東海市、常滑市、知多市にて汚泥の減量化について広域連携を実施

高知県土佐町 高知県汚水処理広域化・共同化会議による

空港 空港
舗装、空港
土木施設

北海道 国、旭川市、帯広市にて、空港の管理運営について広域連携を実施

公園 東京都大田区 世田谷区と共に、多摩川緑地管理公社の維持管理について広域連携を実施

インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問7-2）

②広域連携している自治体名と施設名についてご記入ください。（自由記述）

※ハッチング：問5-1で包括的民間委託の「導入実績がある/導入予定がある」と回答していない団体 33
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インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問7-2,問7-3）

○ 広域連携の実施にあたって活用している制度として、連携協定・協議会を挙げる回答が多い。
○ 包括的民間委託の導入経緯・目的は、 「発注手続きの負担軽減」「技術職員の不在」を挙げる

回答が多い。
問7-2．広域連携を導入（予定を含む）している施設分野について
(複数選択可）

N=28

③広域連携の実施にあたって活用している制度

問7-3．広域連携を導入した経緯、目的 (複数選択可）

N=28
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技術職員育成

その他
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インフラメンテナンスに関する実態調査結果（問7-4,問7-5）

○ 広域連携の導入効果は、管理の効率化、発注手続きの負担軽減、財政負担の抑制を挙げる回
答が多い一方で、不明/未検証の回答も多い。

○ 広域連携の導入における課題として、対応職員の負担が大きい、対応できる民間企業が限定さ
れるという回答が多い。

問7-4．広域連携を導入した効果(複数選択可）

N=28

問7-5．広域連携を導入した中での課題 (複数選択可）

N=28
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

インフラ分野のDXアクションプラン第2版 記者発表
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令 和 ５ 年 ８ 月 ８ 日 

大臣官房参事官（イノベーション） 

大 臣 官 房 公 共 事 業 調 査 室 

インフラ分野の DX アクションプラン（第 2 版）の策定

 国土交通省では、インフラを取り巻く状況を踏まえ、データとデジタル技術を活

用したインフラ分野の DX を進めております。 

令和４年３月にとりまとめたインフラ分野の DX アクションプランについて、今

後、分野網羅的、組織横断的な取組により DX を更に加速化させるため、アクショ

ンプランを改定いたしました。

インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーションの取組を推進するため、「国土交通省

インフラ分野の DX 推進本部」（本部長：技監）を設置し、国交省一体となって取組を進め

ております。

令和４年３月には、個別施策の目指す姿と工程等をとりまとめた「インフラ分野

の DX アクションプラン」（以下、「アクションプラン」という。）を策定しまし

た。 

今般、分野網羅的、組織横断的な取組により DX を更に加速化させるため、アク

ションプランを改定し、第 2 版としてとりまとめました。

第 2 版では、86 の個別施策を位置づけるとともに、「インフラの作り方の変革」、

「インフラの使い方の変革」、「データの活かし方の変革」の３つの柱と、デジタ

ル技術別で個別施策を分類した「インフラ DX マップ」を掲載いたしました。

国土交通省では、令和５年を DX による変革を一層加速させる「躍進の年」と位置付けており、

省横断的に取り組んでまいります。 

※インフラ分野の DX アクションプラン、およびインフラ分野の DX 推進本部のこ

れまでの開催概要等は以下の国土交通省ＨＰからご参照ください。

https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000073.html

【お問い合わせ先】 

大臣官房参事官（イノベーション）グループ 課長補佐 大谷（内線 22339） 

係長 髙橋（内線 22326） 

代表：03-5253-8111 直通：03-5253-8219 

  大臣官房公共事業調査室 課長補佐 近藤 （内線 24296） 

代表：03-5253-8111 直通：03-5253-8258 

2
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

国土交通データプラットフォーム 記者発表
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

技術職員確保計画の状況及び各種取組（総務省作成資
料）

10



令和５年８月

総務省自治行政局 公務員部 応援派遣室

技術職員確保計画の状況及び
各種取組について

11



○ 令和４年１２月２３日総行派第６２号公務員部長通知にて各都道府県
に策定を依頼。（令和５年６月１２日締め切り）

○ 技術職員確保計画の内容
・令和１０年度までの技術職員確保の目標（中長期派遣可能な技術職員
数なども含む。）
・技術職員確保の具体的な取組（採用強化策、OB・OG確保など。）

１ 技術職員確保計画の概要

○ 策定結果まとめ（令和５年７月１４日集計値）※都道府県のみ
・中長期派遣可能な技術職員数
令和４年度 ２２７名 → 令和１０年度予定 ８８５名

⇒ 令和１０年度に1,000名の目標が達成できるよう、
取組を進めていただきますようお願いいたします。

・市町村支援技術職員数
令和４年度 ３５３名 → 令和１０年度予定 ８３５名

２ 技術職員確保計画の策定状況

12



○ 災害時の技術支援：市町村の要請を受けて、災害発生時の市町村における現場支
援や工事監督、技術サポートなどを実施

○ 内部任用：会計年度任用職員や任期付（短時間）職員、臨時的任用職員として採
用し、欠員や育休代替に補充

○ 人材バンク：登録者の再就職支援、平時や災害時の人材派遣及び技術支援の人材
紹介など

○ ボランティア：OB・OGによる防災ボランティアが災害復旧支援や被災状況調査、
応急危険度判定などを実施

１ 公務員・民間企業の技術職員のOB・OGの活用

○ 職場体験：インターンシップの実施、現場見学バスツアーの実施 など
○ 採用試験の見直し：SPI試験の導入、採用試験前倒し、早期合格発表を行う「先
行枠」の導入、退職者の特別採用試験の導入 など

○ Web・SNSの活用：オンライン説明会の開催、若手職員のPR動画をyoutubeで公
開、公式youtubeチャンネル開設、twitterでの情報発信 など

○ 職員の出身校へのアプローチ：高校・大学のOB・OGの説明会や講義の実施など

２ 技術職員の採用に係る取組の強化

○ 定年後の勤務条件等を説明したパンフレットの作成、ポータルサイトの開設、研
修の充実 など

３ ６０歳後も継続して勤務する技術職員の確保
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間発出元 → 発出先

最近のクルーズ情勢、CNP（港湾脱炭素化推進計画）につ
いて
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

港湾局説明資料

令和５年１１月

国土交通省港湾局
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最近のクルーズ情勢について
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注1） 出入国在留管理庁の集計による外国人入国者数で概数（乗員除く）。
注2） １回のクルーズで複数の港に寄港するクルーズ船の外国人旅客についても、（各港で重
複して計上するのではなく）１人の入国として計上している。

（万人）

（年）
（年）

（回）

我が国のクルーズ船寄港に関する状況

○2022年の訪日クルーズ旅客数はゼロ、我が国港湾への寄港回数は前年比71.4%増の720回 （全て日本船
社）となった。（速報値）

○2023年の寄港回数は1,826回（うち外国船社1,260回）となる予定。

訪日クルーズ旅客数 クルーズ船寄港回数

（速報値）

注1） 2013年～2022年は、港湾管理者への聞き取りをもとに、港湾局作成。
注2） 2023年は、船社や船舶代理店への聞き取りをもとに、港湾局作成（2023年5月25日時点）
（商業運航のみ計上）。

（予定）
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【JICC以外：125本】
○シーニック・クルーズ

シーニック・エクリプス 6本
○ウィンドスター・クルーズ

スター・ブリーズ 12本
○ハパグロイド・クルーズ

オイローパ２ 2本
ハンセアティック・ネイチャー 5本

○スワン・ヘレニック
SHミネルバ 3本

○リンドブラッド・エクスペディションズ
ナショナル・ジオグラフィック
・レゾリューション 3本

○ヘリテージ・エクスペディションズ
ヘリテージ・アドベンチャラー 5本

○コーラル・エクスペディションズ
コーラル・アドベンチャラー 3本

○カーニバル・クルーズ・ライン
カーニバル・ルミノーザ 1本

○ロイヤル・カリビアン・インターナショナル
スペクトラム・オブ・ザ・シーズ 3本

○セレブリティ・クルーズ
セレブリティ・ミレニアム 6本

○アザマラ・クルーズ
アザマラ・クエスト 4本

○フェニックス・ライゼン
アマデア 2本

【JICC：147本】
○プリンセス・クルーズ

ダイヤモンド・プリンセス 35本
○ホーランド・アメリカ・ライン

ウエステルダム 8本
○コスタ・クルーズ

コスタ・セレーナ 29本
○キュナード・ライン

クイーン・エリザベス 6本
○シルバー・シー・クルーズ

シルバー・ミューズ 5本
シルバー・ウィスパー 5本

○MSCクルーズ
MSCベリッシマ 26本
MSCポエジア 1本

○ポナン
ル・ソレアル 9本

○リージェント・セブンシーズ・クルーズ
セブンシーズ・エクスプローラー 11本
セブンシーズ・マリナー 1本

○オーシャニア・クルーズ
ノーティカ 5本
インシグニア 2本
レガッタ 2本

○ノルウェージャン・クルーズ・ライン
ノルウェージャン・ジュエル 2本

国際クルーズ再開後の運航状況

○国際クルーズについては、業界団体により策定されたガイドラインを踏まえ、 2023年3月より本格的な運航を再
開。同年5月8日以降は、新型コロナウイルス感染症が5類感染症に変更されたことを受け、業界団体によりガイ

ドラインの見直し等を実施。
○2023年5月25日時点では、外国船によるクルーズについて、2023年に272本が予定されている。日本船によるク

ルーズは137本が予定されている。

2023年（令和5年） のクルーズ予定一覧

○ TUIクルーズ
マイン・シフ５ 2本

○ピース・ボート
パシフィック・ワールド 4本

○バイキング・オーシャン
・クルーズ

バイキング・オリオン 4本
○フレッド・オルセン

ボレアリス 1本
○ブルードリーム
インターナショナルクルーズ

ブルードリームスター 47本
○招商バイキングクルーズ

招商伊敦 12本

◎外国クルーズ船 ： 34隻 計272本のクルーズが予定 （2023年5月25日時点）

ガイドラインの状況

国際クルーズ運航
のための感染拡大予防

ガイドライン
(日本国際クルーズ協議会）

※2023年2月27日第2版

外航クルーズ船事業者の新
型コロナウイルス感染予防対

策ガイドライン
(日本外航客船協会)
※2023年3月13日第9版

クルーズ船が寄港する
旅客ターミナル等における
感染拡大予防ガイドライン

(日本港湾協会)
※2023年3月13日第9版

5月8日以降、新型コロナが5類感染症に変更

業界団体によるガイドラインを踏まえ、国際クルーズの本格的な
運航を再開

改訂し継続※１ 廃止※２ 廃止※３

※１）感染症法上の位置付け変更を踏まえ、規定を一部見直し。各船社におけるプロトコル整備等
を推奨
※２）個社毎に感染対策マニュアルを整備するなど、引き続き感染対策を継続
※３）各港において、関係者間で情報共有する体制を継続

※JICC： 日本国際クルーズ協議会

●アマデア（清水港:2023年3月1日）

▲アマデア入港

▼埠頭のマルシェで
買物をする旅客

国際クルーズ再開後の入港状況

◎日本クルーズ船 ： 2隻 計137本のクルーズが予定

○商船三井クルーズ ○郵船クルーズ
にっぽん丸 国内73本 国際5本 飛鳥Ⅱ 国内55本 国際4本（2024年4月発には世界一周も予定）

（2023年8月30日時点）
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○日本におけるクルーズ再興に向け、安心してクルーズを楽しめる環境づくりを進め、訪日クルーズ旅客を令和７年にコロナ前ピーク水準の250万人ま
で回復させるとともに、外国クルーズ船の寄港回数がコロナ前ピーク水準の2,000回を超えることを目指した取組を推進する。また、地方誘客を進め
るための外国クルーズ船が寄港する港湾数について、令和７年にコロナ前ピーク水準の67港を上回る100港とすることを目指して取り組む。

新たな目標値①
訪日クルーズ旅客数

新たな目標値③
外国クルーズ船が寄港する港湾数

目標の達成に向け実施する主な取組

【観光立国推進基本計画（令和５年３月３１日閣議決定）】

クルーズ再興に向けた訪日クルーズ本格回復への取組

17.4
41.6

111.6

199.2

252.9
245.1

215.3

12.6 0 0 

250 

0

50

100

150

200

250

300
（目標）

100

（港湾数）（万人）

（年） （年）

（目標）

新たな目標値②
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上質な寄港地観光造成

地元エキスパートの同行や解
説、体験型観光を核とした寄
港地観光ツアーの造成を促進

⇒キーワードは「本物」や「特別感」

全国クルーズ活性化会議と
連携し、クルーズ船社、自
治体等が参加する商談会
の開催や国際展示会への
出展を実施

国が指定した港湾において、港湾管理者と
クルーズ船社との間で、以下の内容の協定
を締結できる制度等を創設

八代港における国際クルーズ拠点

国際展示会への出展

寄港地の地方公共団体とクルーズ
船社が連携し、寄港地での消費を
船内等で喚起するスキームを構築

クルーズの安全な運航再開を通じた地域活性化事業
クルーズ船寄港に対する理解促進や地域の魅力を活かしたクルーズ寄
港促進等に資する事業を支援

FAMツアーの実施
（例：阿波「藍染め」の体験）

屋根付き通路（鹿児島港）

クルーズ旅客の利便性・安全性の向上に資する事業を支援

ハード・ソフト両面からの支援

国際クルーズ旅客受入機能高度化事業

世界に誇る国際クルーズ拠点の形成

訪日プロモーション クルーズ船寄港による地域経済効果の最大化
寄港地での消費を船内等で
喚起するスキー ムを構築

〇 港湾管理者はクルー
ズ船社に岸壁の優
先的な使用を認める

〇 船社は旅客施設を
整備し、他社の使
用も認める

安心してクルーズを楽しめる環境づくり

【補助対象経費】
・クルーズ旅客の移動又は手荷物等の搬出入の
円滑化に要する経費
・クルーズ旅客が利用する旅客上屋等の受入
環境改善に要する経費
・クルーズ旅客の安全性の向上に要する経費

【補助対象経費】
・本格的なクルーズの受入再開促進
・訪日外国人観光客が楽しめる国内クルーズの
仕組み作り支援
・新たなクルーズ船受入に向けた安全対策

ダイヤモンド・プリンス号での新型コロナウイルス集団感染の事案を受け策定
した、「クルーズの安全・安心の確保に係る検討・ 中間とりまとめ」（2020
年9月18日）を基本とした、「国土交通省におけるクルーズの安全・安心
の確保に係る最終とりまとめ」を公表（2023年9月11日）
最終とりまとめの主な内容

〇 ダイヤモンドプリンセス号事案への課題と対応、クルーズの段階的な再
開、国交省が実施した具体的な措置を整理

〇 クルーズの安全・安心の確保に向けた今後のあり方として、関係者間
の連携・連絡体制の強化や、既知の感染症・新たな感染症への対
応、大規模集団感染発生時の追加的措置等を整理

19



オーバーツーリズムの未然防止・抑制に向けた対策パッケージ
（令和5年10月18日 観光立国推進閣僚会議決定）

オーバーツーリズムの未然防止・抑制に関する関係省庁対策会議
• 国内外の観光需要の急速な回復に伴い、一部の地域・時間帯では混雑やマナー違反による地域住民の生活への影響や、旅行

者の満足度低下への懸念が生じている。
• 今般、関係省庁が一丸となってオーバーツーリズムの未然防止・抑制に資する施策・取組を検討、実施するため、オーバーツー

リズムの未然防止・抑制に関する関係府省庁対策会議を開催。

＜参考：公表HP＞ https://www.mlit.go.jp/kankocho/overtourism_yobou_yokusei.html

＜開催状況＞
【第１回】
日時：令和５年９月６日（水）１０：００～１１：００
主な議事： （１）観光庁説明

（２）意見交換

【第３回】
日時：令和５年１０月１７日（火）１７：００～１７：３０
主な議事：（１）オーバーツーリズムの未然防止・

抑制に向けた対策パッケージ（案）
について

（２）関係省庁等における取組について

【第２回】
日時：令和５年９月２９日（金）１６：００～１７：００
主な議事：（１）地域関係者からのヒアリング

（美瑛町、鎌倉市、京都市）
（２）施策の柱立てについて［観光庁］
（３）施策案について［各省庁］
（４）意見交換

観光立国推進閣僚会議（第21 回）

• 国内外の観光需要は急速に回復し多くの観光地が賑わいを取り戻しているが、都市部を中心とした一部地域への偏在傾向も
見られ、観光客が集中する一部の地域や時間帯等によっては、過度の混雑やマナー違反による地域住民の生活への影響や、
旅行者の満足度の低下への懸念も生じている状況であり、適切な対処が必要。

• 地方部への誘客をより一層強力に推進し、全国津々浦々あまねく観光客を呼び込んで行く。

• 観光客の受け入れと住民の生活の質の確保を両立しつつ、持続可能な観光地域づくりを実現するためには、地域自身がある
べき姿を描いて、地域の実情に応じた具体策を講じることが有効であり、国としてこうした取組に対し総合的な支援を行う。

＜参考：公表HP＞ https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kankorikkoku/kaisai.html

＜開催状況＞
日時：令和５年１０月１８日（水）１５：００～１５：２０
主な議事：オーバーツーリズムの未然防止・抑制に向けた対策パッケージ（案）
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オーバーツーリズムの未然防止・抑制に向けた対策パッケージ
（令和5年10月18日 観光立国推進閣僚会議決定）
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国際クルーズ旅客受入機能高度化事業

臨 港 地 区

クルーズ船

移動式ボーディングブリッジ

屋根付き通路
照明設備

植栽

上屋の移設又は撤去

待合設備 便所設備
荷物搬送

設備

旅客上屋等の改修

空調設備

荷物搬送機器

：クルーズ旅客の移動又は手荷物等の搬出入の円滑化に要する経費

：クルーズ旅客が利用する旅客上屋等の受入環境改善に要する経費

：クルーズ旅客の安全性の向上に要する経費

補助対象経費のイメージ

事業概要

■補助対象経費
・クルーズ旅客の移動又は手荷物等の搬出入の円滑化に要する経費
・クルーズ旅客が利用する旅客上屋等の受入環境改善に要する経費
・クルーズ旅客の安全性の向上に要する経費

■補助対象者
地方公共団体（港務局を含む。）又は民間事業者

■事業スキーム

補

助

対

象

者

国

事業計画の申請

対象経費の１/３以内を補助

○ 国土交通省では、クルーズ旅客の利便性や安全性の向上等を図るための補助事業を実施中。
○ 令和２年９月に策定された「クルーズの安全・安心の確保に係る検討・中間とりまとめ（国土交通省海事局・港湾局）」等を

踏まえ、再びクルーズを安心して楽しめる環境整備を推進する。

感染防止対策

隔離設備 検温設備
（陰圧テント、コンテナハウス） （サーモグラフィ）

参考
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クルーズの安全な運航再開を通じた地域活性化を促進するため、地方自治体等が行う本格的なクルーズの
受入再開促進や訪日外国人観光客が楽しめる国内クルーズの仕組みづくり、新たなクルーズ船受入に向けた
安全対策に要する経費の一部を補助する。

クルーズの安全な運航再開を通じた地域活性化事業

●港や周遊先におけるクルーズ船寄港に対する理解促進

（例：FAMツアーの実施、セミナーの開催 等）

●感染症対策を踏まえたクルーズ船寄港に係る新たなニーズへの実証的対応

（例：検査やチェックイン、CIQ等の手続・ターミナルまでの手荷物等の輸送支援、

前後泊パッケージ商品の造成、クルーズ船受入訓練、必要機器のレンタル 等）

●地域の魅力を活かしたクルーズ寄港促進

・船内等での寄港地観光の消費喚起スキーム構築 （例：地元食材の活用 等）

・多様な寄港地観光パッケージの創出 （例：離島等を含む広域的なツアー 等）

・デジタル技術を活用した外国人クルーズ旅行客のニーズ分析及びクルーズ旅客

の属性に合わせたツアーメニューの造成 （例：AIを活用したニーズ調査 等）

①本格的なクルーズの受入再開促進

●訪日外国人観光客に日本籍船の国内クルーズに乗船してもらうための海外での

プロモーション活動

●乗船後も快適にクルーズを楽しめる船内コンテンツの充実（食事、イベント、

多言語対応等）に向けた調査、商品開発、実証実験等

②訪日外国人観光客が楽しめる国内クルーズの仕組み作り支援

●各港湾において寄港するクルーズ船の更なる大型化に対応するため、
船舶航行の安全性の検証及び現地における安全性の確認を支援

（例：船舶航行安全委員会の開催、安全性の現地確認）

③新たなクルーズ船受入に向けた安全対策

港

寄港地

補助対象者
・港湾管理者 ・地方公共団体 ・民間事業者
・クルーズ振興のための地域の協議会等

補助率 ・１／２以内

参考
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※磨き上げを実施した観光コンテンツに関するもの
（本補助金の活用等により並行して実施するものを含む）に限る

●旅行者のニーズの変化を捉えたツアー造成・販売に係る試行（事前調査、

二次交通の実証を含む）及び海洋周辺地域のイベントへの訪日外国人の

誘客促進（諸外国に対する情報発信を含む）

（例：トライアルツアーの実施、二次交通のトライアル実施、イベントの企画・

運営、多言語やICTを活用した情報発信、モニターツアーの実施 等）

●船・船の発着場所・観光資源におけるICTを活用した多言語情報発信、

環境整備及びデジタル実装による訪日旅客の利便性向上

（例 ： Wi-Fi整備、多言語対応、洋式トイレの整備、キャッシュレス対応、

プロムナード、照明の整備、予約システム等の整備、デジタル技術の活用に

よる観光案内システムの導入 等）

海洋周辺地域における訪日観光の魅力向上事業

キャッシュレス対応

イベントの企画・運営トライアルツアーの実施

プロムナード整備

多言語対応 洋式トイレ化

インターネットにおける
情報発信

多言語情報パンフレット
補助対象者

・港湾管理者
・地方公共団体
・民間事業者 （登録DMO及び候補DMOを含む）

・上記により構成されるコンソーシアム等

補助率 ・１／３以内

②受入環境整備 ※①観光コンテンツの磨き上げ

Ｗｉ-Ｆｉ整備

訪日観光のポテンシャルを有している海洋周辺地域への訪日観光を促進し、魅力向上を図るため、地方公共
団体等が行う旅行者のニーズの変化を捉えたツアーやイベント等の観光コンテンツの磨き上げや関連する受入
環境整備を支援する。

観光案内システム

二次交通のトライアル実証

モニターツアーの実施

参考
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カーボンニュートラルポート
（港湾脱炭素化推進計画）について
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「港湾脱炭素化推進計画」について

11

基本的な方針（当該港湾の概要、取組方針等）
計画の目標
・ 温室効果ガス排出量の削減目標や水素等の供給目標等

港湾脱炭素化促進事業・実施主体
・温室効果ガス削減、吸収作用の保全等に関する事業（低
炭素型荷役機械の導入、ブルーカーボン生態系の活用等）
・水素等の供給に関する事業（水素等の供給のための港湾
施設等の整備、LNGバンカリング施設の整備等）

計画の達成状況の評価に関する事項
・評価の実施体制、方法、公表方法等

計画期間
その他港湾管理者が必要と認める事項
・港湾の脱炭素化に関する将来構想
・脱炭素化推進地区の方向性
・産業振興・地域活性化に関する取組 等

○ カーボンニュートラルポート（CNP）の形成を推進するため、令和４年の港湾法改正により、港湾管理者が官民連携
による「港湾脱炭素化推進計画」を作成し、同計画に基づいて、各関係者がそれぞれの取組を進める体制を構築。

○ 「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアルは、港湾管理者が計画を作成する際の参考となるよう、計画作成プロセス、
計画の達成状況の評価の方法等についてまとめたもの※。

※「CNP形成計画」策定マニュアル（令和３年12月）をベースに、港湾法改正等を踏まえ、「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアルとして新たに公表。

官民連携による「港湾脱炭素化推進計画」

臨海部立地企業

物流事業者等

港湾脱炭素化推進協議会

港湾の開発、利用等に関する基本方針（注１）

各種支援、助言等（注２）

国土交通大臣

港湾管理者(地方公共団体)

関係省庁

関係自治体等

脱炭素化関連施策と連携 「港湾脱炭素化推進計画」に定める事項

港湾管理者(協議会を組織)
港湾脱炭素化促進事業の実施が見込まれる者(立地企業、港湾協力団体等)
関係地方公共団体(港湾所在市町村等)
港湾利用者(船社、物流事業者等)
学識経験者 等

「港湾脱炭素化推進協議会」の構成員の例

（注１）港湾法改正を踏まえ、「脱炭素化の推進」を位置付け。
（注２）各種支援、助言等の一環としてマニュアルを公表。

（いずれも令和５年３月30日）
諸外国
(米国等)

港湾・海運分野の
脱炭素化における国際協力
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「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアルの主な内容

基本的な方針
・当該港湾の概要、取組方針等

計画の目標
・ 温室効果ガス排出量の削減目標や水素
等の供給目標等

港湾脱炭素化促進事業・実施主
体
・温室効果ガス削減、吸収作用の保全等
に関する事業（低炭素型荷役機械の導
入、ブルーカーボン生態系の活用等）
・水素等の供給に関する事業（水素等の
供給のための港湾施設等の整備、LNGバ
ンカリング施設の整備等）

計画の達成状況の評価に関する
事項
・評価の実施体制、方法、公表方法等

計画期間

その他港湾管理者が必要と認める
事項
・港湾における脱炭素化の促進に資する将
来の構想

・脱炭素化推進地区制度の活用等を見据
えた土地利用の方向性

・港湾及び産業の競争力強化に資する脱
炭素化に関連する取組 等

計画に定める事項

計画の目標

○運輸部門等の脱炭素化技術
がまだ開発中のものも多いことを
踏まえ、短期、中期、⾧期と段
階的な目標を設定。

マニュアルの主な内容

KPI（指標）
数値目標

短期（●●年度） 中期（●●年度） 長期（●●年度）

CO2排出量 ○トン／年 ○トン／年 実質ゼロ

水素等の取扱貨物量 － 5千トン／年 5万トン／年

低炭素型RTG導入 50％ 75％ 100％

▼目標設定例

港湾脱炭素化促進事業・実施主体

○目標を達成するために実施する温室効果ガス排出量の削
減に関する事業（低炭素型荷役機械の導入等）、温室
効果ガス吸収作用の保全・強化に関する事業（藻場・干
潟の造成等）、水素・アンモニア等の供給に関する事業
（水素受入れのための岸壁改良等）等について、実施主
体、整備時期、事業の効果等を記載。

浚渫土砂を活用した干潟
の造成（徳山下松港）

低炭素型荷役機械の
導入（神戸港）

計画の達成状況の評価に関する事項

○港湾脱炭素化推進協議会を活用し、計画の達成状況を評価し、公表することが望ましい。

○評価結果を踏まえ、必要に応じ柔軟に計画を見直す。

▲港湾脱炭素化促進事業の例

その他港湾管理者が必要と認める事項

○港湾脱炭素化促進事業として具体的に記載ができないが、中・⾧期的に
取り組むことが想定される脱炭素化の取組を「将来構想」として記載。

○構築物の用途規制の柔軟化を図る脱炭素化推進地区の活用の方向性、
競争力強化に向けた取組（例:産業部局との連携による水素等関連企
業の誘致等）等についても記載。

参考資料

○「CNPの形成に資する技術・取組に関する事例集」等を掲載。

▲将来構想の例

水素受入基地の整備

ス
出典：川崎重工業㈱ 資料

（大型液化水素貯蔵タンク）

出典：㈱三井E&Sマシナリー資料
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事 務 連 絡 

 令和５年４月 26 日 

各都道府県（港湾担当部長） 殿

国際戦略港湾、国際拠点港湾及び

重要港湾の港湾管理者（港湾担当部長）殿

国土交通省 港湾局 産業港湾課長 

港湾脱炭素化推進計画の作成に当たっての調整手順について（依頼） 

令和４年12月に施行された改正港湾法により、港湾管理者が多岐にわたる関係者

が参加する港湾脱炭素化推進協議会（以下「同協議会」という。）での検討を踏ま

え、港湾脱炭素化推進計画（以下「同計画」という。）を作成し、同計画に基づい

て各関係者がそれぞれの取組を進める体制が構築されました。 

また、令和５年３月30日に、脱炭素社会の実現に向けて港湾が果たすべき役割等

を明記した「港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方

針（以下「基本方針」という。）」の告示及び「「港湾脱炭素化推進計画」作成マ

ニュアル」の公表が行われました。

今後、各港湾管理者において同計画の作成が進められることとなりますが、同計

画の作成にあたっては、基本方針への適合性や港湾計画との整合性の確保等が重要

となります。 

ついては、同計画を円滑に作成するため、別紙のとおり、同計画の事前調整を行

うこととしますので、ご協力をお願いします。 

なお、貴都道府県管内の市町村管理に係る地方港湾の港湾管理者には、貴職より

この旨周知方お願いいたします。 

別紙：港湾脱炭素化推進計画の作成手順 

【参考】港湾脱炭素化推進計画への国の関与に関する規定 

・港湾脱炭素化推進計画は基本方針に適合したものでなければならない（法第50条

の2第4項）。

・国土交通大臣は、協議会の構成員の求めに応じて、必要な助言をすることができ

る（港湾法第50条の3第5項）。

・国土交通大臣は、港湾脱炭素化推進計画の送付を受けたときは当該港湾管理者に

対し必要な助言をすることができる（港湾法第50条の2第10項）。
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主体 手続等の流れ※

港湾管理者

港湾脱炭素化
推進協議会
※右欄は一例

港湾脱炭素化
推進計画
※右欄は一例

国土交通省

港湾脱炭素化推進計画の作成手順

設置
第１回

骨子
方向性

計画
（案）

計画
（最終案）

作成・公表

第２回 第３回 第４回

パブコメ

案件登録

「Ⅰ」 「Ⅲ」

「Ⅰ」

協議会へ参画

「Ⅱ-1」
港湾脱炭素化推進計画（案）のとりまとめ段階における調整 （港湾局の政策との整合性について）
○計画（素案）（港湾脱炭素化推進計画作成マニュアルを基にとりまとめられたもの）において、 「港湾脱炭素化促進事業」、「将来の構想」及び「脱炭素化
に関連する取組」等について、港湾局の政策との整合性の観点から港湾管理者と地整等で調整を行う。

「Ⅱ-2」
港湾脱炭素化推進計画（案）のとりまとめ段階における調整 （他の計画等との適合・調和、必要事項の記載の有無等について）
○計画（素案）（港湾脱炭素化推進計画作成マニュアルを基にとりまとめられたもの）について、他の計画等との適合・調和、必要事項の記載の有無等の観
点から港湾管理者と地整等で調整を行う。

回答

「Ⅲ」
港湾脱炭素化推進計画のとりまとめ段階における調整 （パブコメ等を踏まえた変更点について）
○計画（案）からの変更点について、Ⅱ-1及びⅡ-2の視点から港湾管理者と地整等で調整を行う。

キックオフ

送付

別紙

港湾脱炭素化推進計画の検討段階における調整
○港湾脱炭素化推進協議会（以下、協議会という。）では段階的に検討が進む（例えば、1回目：目標・対象範囲設定、2回目： CO2排出量の推計 など）と考
えられることから、港湾脱炭素化推進計画（以下、計画という。）が円滑に作成されるよう、港湾管理者と地整等で調整を行う。
○また、港湾管理者が計画の検討段階におけるとりまとめ・公表を行う場合は、Ⅱ-1及びⅡ-2に準じた対応とする。

標準的な期間：35営業日

「Ⅱ-1」 「Ⅱ-2」

計画
（素案）

計画（案）を審議する協議会の
開催時期、公表予定時期、パ
ブコメの予定時期・期間等とと
もに、計画（素案）を送付

※今後、手続き等の流れについては、必要に応じて見直しを行う。
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令和５年度 秋期 九州・沖縄ブロック土木部長等会議 

九州・沖縄ブロックＲ６共通目標検討スケジュール 

（働き方改革と生産性向上の取り組みの推進） 

春季 土木・建築部技術次長・技監会議（５月１６日） 

・各機関におけるＲ５取組事例の情報共有

・Ｒ６共通目標について各機関から提案

春季 土木部長等会議（５月２６日） 

・働き方改革と生産性向上に関する共通目標を１年を通じて議論

しＲ６共通目標を決定公表することを提案

実務者レベル会議 

・詳細の内容について、実務者レベルで検討

秋季 土木・建築部技術次長・技監会議（７月２６日） 

実務者レベル会議 

・Ｒ６共通目標（案）の決定

秋季 土木部長等会議（１１月９日） 

・Ｒ６共通目標（案）について、オーソライズ

◆Ｒ６共通目標は、令和５年度中に公表予定。

1

89910320
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R6 共通目標（案） 

九州・沖縄ブロック土木部長等会議 

合 意 事 項 

 地域の守り手でもある建設産業の中長期的な担い手確保・育成に向け、発注者

として建設業の働き方改革を加速化させることは急務である。 

  そのため、九州・沖縄ブロックにおける令和６年度の共通目標を以下のとおり定

め、当会議メンバー相互が連携し鋭意努力する。 

《九州・沖縄ブロックにおけるＲ６共通目標》 

■週休２日工事の「質の向上」に向けて

令和６年４月から建設業においても罰則付きの時間外労働規制が適用されることに伴い、 

災害復旧工事以外の全ての土木工事（※１）を「週休２日工事」の対象（※2）とし、今後も、適切な 

工期設定や経費補正を行い、「休日の量の確保」から「休日の質の向上」を目指す。 

１.月単位での週休２日の実現に向けた取組みを進める。 

２.毎月第４土曜日を統一現場閉所日と設定（※2）する。 

また、各県が独自で実施している統一現場閉所の取組みを、県内の各機関も推進する。 

３.工事におけるウィークリースタンスの導入に向けた検討を進める。 

（継続事項） 

◇共通様式で週休２日実施証明書を発行する。

■インフラＤＸの普及・拡大に向けて

１.ICT 活用工事の対象工種（※3）の追加 

新たに浚渫工（河川）、地盤改良工、付帯構造物設置工の３工種を追加 

［今までの対象工種： 土工、舗装（新設・修繕）、小規模土工、法面工］ 

２. BIM/CIM の拡大・推進

九州地方整備局、沖縄総合事務局においては、詳細設計は原則 BIM/CIM を適用する

こととし、県・政令市においては、今後、導入に向けた検討を進める。 

（継続事項） 

◇インフラ DX 合同研修会（国、県、政令市）を開催する。

◇共通様式で ICT 活用証明書を発行する。

◇簡易型 ICT 活用工事（土工）における工事成績加点を実施する。

◇土木工事（※１）における、「遠隔臨場活用工事」を推進する。

◇遠隔臨場活用効果事例集を更新する。
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R6 共通目標（案） 

■工事関係書類の様式の統一化に向けて

令和 2 年度から実施している工事関係書類の様式の統一化について、九州・沖縄ブロックの全

機関の様式を令和 6 年度で統一する。（全 43 様式）（※4） 

■建設業の魅力発信の取組拡大に向けて

（継続事項）

従来の手法に加え SNS 等を活用し、災害時の「地域の守り手」としての活動状況や若い担い手

の活動等、建設業の魅力発信の拡充を図る。 

※１ ： 原則として、対象とする土木工事とは、関係者の合意が得られたものをいう。

※２ ： 供用を控える等工期に制約がある工事や小規模工事等短期間に完了する工事、及び災害復旧工事等緊急を要する場合は

 対象外とできる。 

※３ ： 工事箇所が点在する等、ICT の活用が有効でない工事は対象外とできる。

※４ ： 各機関固有の取り組みのための様式（例えば「県産品の使用状況」等） の使用は妨げないが、簡素化に取り組むこととする。
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令和５年３月２４日

九州・沖縄ブロック土木部長等会議
合 意 事 項

地域の守り手でもある建設産業の中長期的な担い手確保・育成に向
け、発注者として建設業の働き方改革を加速化させることは急務である。

そのため、九州・沖縄ブロックにおける令和５年度の共通目標を以下の
とおり定め、当会議メンバー相互が連携し鋭意努力する。

《九州・沖縄ブロックにおけるＲ５共通目標》

■インフラＤＸの普及・拡大に向けて

◇土木工事（※１）のうち、発注規模が一定規模以上の工事を「ICT活用工事」の対象

（※２）とする。［対象工種： 土工、舗装（新設・修繕）、小規模土工、法面工］【新

規】

◇共通様式でICT活用証明書を発行する。

◇簡易型ICT活用工事（土工）における工事成績加点を実施する。

◇インフラDX合同研修会（国、県、政令市）を開催する。

◇土木工事（※１）における、「遠隔臨場活用工事」を推進する。

◇遠隔臨場活用効果事例集を更新する。

■週休２日工事の普及・拡大に向けて

◇災害復旧工事以外の全ての土木工事（※１）を「週休２日工事」の対象（※3）とする。

◇共通様式で週休２日実施証明書を発行する。

◇九州・沖縄ブロックで統一現場閉所日を設定（※3）する。

〔令和5年度は、年４回を予定〕

（4月22日（土），8月12日（土），11月11日（土），1月13日（土））

■工事関係書類の様式の統一化に向けて

◇土木工事における受発注者の更なる業務効率化を図るため、工事関係書類の

様式の統一化を推進する。（※4）

〔現在までに、27種類について統一様式へ移行し運用中〕

■建設業の魅力発信の取組拡大に向けて
◇災害時の「地域の守り手」としての活動状況や若い担い手の活動等、建設業の

魅力発信の拡充を図る。

※１ ： 原則として、対象とする土木工事とは、関係者の合意が得られたものをいう。

※２ ： 工事箇所が点在する等、ICTの活用が有効でない工事は対象外とできる。

※３ ： 供用を控える等工期に制約がある工事や小規模工事等短期間に完了する工事、及び災害復旧工事等緊急を要する場合は

対象外とできる。

※４ ： 各機関固有の取り組みのための様式（例えば「県産品の使用状況」等） の使用は妨げないが、簡素化に取り組むこととする。
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